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（凡 例） 

集積・集団化等促進基盤整備計
画区域 

黒 で囲む 

区 
 
 
分 

高生産性農業型ほ場区域 赤 色 

集約農業型ほ場区域 緑 色 

条件不利区域 茶 色 

農地転用区域 黄 色 

非農用地 青 色 
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第１章 概要 
１．集積・集団化等促進基盤整備計画総括表 

都道府県名 所在地 地区名 地区面積(ha) 地域区分 担当部課名 

      

 

（TEL          、FAX        ） 

地 勢 及 び 

社会経済条件 

 
農用地の 

整備状況 
 

営 農 状 況 
 

地区設定理由 
 非農用地 

の 概 要 
 

農業構造の 
再 編 目 標 

現  況  →  目  標 

 

 

農用地の 
流動化計画 
及び経営体 

育成計画並びに
ほ場整備計画 

項目 
農用地面積 

(ha) ① 

担い手の経営

面積(ha) ② 

同左シェア

(％) ②÷① 
認定農業者数  

全農家に占める認定農業者の

割合 
備考 

現況  （） （）  当該地区(対象事業完了時)  目標年度：○○年度 

対象事業完了時  （） （）  市町村平均  

目標  （） （）   

農地集団化方
法（目標） 

計（ha） 認定農業者 認定新規就農者 
市町村基本構想

水準到達者 

 

ほ 
場 
整 

備 
計 
画 

項目 現況（ha） 目標（ha） ほ場整備の手法 

      

大区画    

標準区画    

小区画（労働集約型）    

未整備（小区画含む）    

計（ha）      計    

農業生産基盤 
及び営農環境の
整備目標並びに

対応する事業 
管 理 計 画 

① 
 

 
 
 

（  年～  年） 

② 
 

 
 
 

（  年～  年） 

③ 
 

 
 
 

（  年～  年） 

④ 
 

 
 
 

（  年～  年） 

（注）農用地の流動化計画及び経営体育成計画並びにほ場整備計画の(  )内は、担い手への農地集団化面積について記入する。 



２．農業経営の変化と農業農村整備の展望 

（記入例） 

 現況（令和 年） 目標（令和 年） 

経営形態 個別経営 

 

農地面積 

 

 

作物 

39 戸 

 

51.8ha 

（田：51.2、畑：0.6） 

 

米＋小麦 

経営規模別農家数 0.5ha 未満 …１ 

0.5～1.0 …９ 

1.0～1.5 …10 

1.5～2.0 …８ 

2.0～2.5 …６ 

2.5～3.0 …０ 

3.0ha 以上 …１ 

委託 …４ 

○○生産組合(集落協業型)設立、育成 経営面積 47.2ha(水田) 

  ↓ 

法人組織の企業経営の確立 

担い手･･･集落機能を生かし、営農意欲のある若い人材を育成 

  ↓ 

集落一農場制の確立 

 

作物 米＋小麦＋野菜＋花き 

経営状況 全てが第２種兼業農家 

農業従事者の高齢化が進行  → 中身の乏しい抜け殻状態 

農業に対する暗い現状認識 

 

零細規模（平均 1.3ha） 

農地の分散錯圃             → 低い生産性 

 

農業機械及び器具の個別保有 → 過剰投資 

農用地利用性の向上 

直播栽培等の新しい技術普及  → 生産性の向上 

機械・施設の効率的利用 

 

経営と生産と調査研究等 

各必要部門の担当者育成    → 企業経営 

 

特産品の栽培                  → 高付加価値農業 

生産基盤

の状況 

区画形状･･･10ａ区画（昭和 38 年○○土地改良事業実施） 

農道    ･･･幅員２ｍ 

用水路  ･･･開水路（老朽化） 

用水源  ･･･河川水、地下水、ため池 

区画形状･･･標準区画、大区画(1ha) → 連坦的農地集積 

農道    ･･･集落道との一体整備 

用排水路･･･用水路パイプライン 

暗渠排水                   → 農地の質的向上 

                直播技術の普及 

                               畑利用の拡大(野菜､施設園芸) 

                               フライト農業 

整備水準 ほ場及び農道･･･小型機械体系のみ可能 

用排分離    ･･･ただし、排水効果不足 

畦畔除去による大区画整備  → 大型機械体系可能 

暗渠排水施設の整備     → 作物選択肢の拡大 

排水路の高度利用    → 地下かんがい、直播技術対応 

水管理の自動化   → 稲作労働時間の低減 

生産基盤と生活環境の一体整備   →  21 世紀の農村の実現 

 集落内道路の整備 

 アメニティ向上の整備（集落周辺の水環境整備） 

  集落排水施設の整備 

                     内発的な集落地域の発展 



３．対象事業名 

事 業 名 地 区 名 採 択 年 度 完了予定年度 受 益 面 積 総 事 業 費 

○○事業  年度 年度 ha 百万円 

４．地区の概要 

（１）市町村名等 市町村名  関係集落

数 

 関係土地改良区名  

（２）市町村の概要 
 
 

（３）市町村における農業振興の目標 
 
 

（４）対象地区の選定理由 
 
 
 

（５）計画区域農地の概要 

計画区域農用地面積 概 要 関係農協名  

 
 
 

ha 

 

（６）社会経済条件（振興計画等の指定状況） （市町村名：          調査年度：令和  年度） 

名 称 対 象 地 域 指 定 ・ 許 可 年 月 日 

  指 定  許 可  

  指 定  許 可  

  指 定  許 可  

  指 定  許 可  

（７）生産調整の実施状況 

 転作等目標面積（令和 年度）（ha）  

該当市町村全体  

事業地区関係集落  

（注）総事業費は、生産基盤整備事業等の総事業費を記載する。 



 （８）現況農用地の整備状況 

      ①ほ場区画 

未整備面積 

(ha) 

整備済み面積 

(ha) 

標準区画 

(a) 

整備年 

 

標準区画以下の 

整備面積(ha) 

 

 

    

 

      ②暗渠排水 

  未整備面積 

     (ha)      

 整備済み面積 

     (ha)      

   経過年数    

 

   耐用年数    

 

   耐用年数 

 経過面積(ha)  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

      ③整備を要する面積の総計暗渠排水 

整備を要する面積

(※)(ha) 

整備を要する面積

の割合(％) 

 

 

 

 

           ※未整備・不整形の面積と排水不良の面積はダブルカウントしない。 

 

 

 

  



第２章 計画事項 
 

１．市町村が定めた農業構造改善目標 
（経営規模の目標等）：（記入例） 

番号 営農類型 経営規模の目標 農家戸数の目標 その他 

① 
水稲専業 水稲       ５ha 

畑（雨除）   10a 
肉用牛繁殖  ３頭 

30 戸 
 （流動化目標面積） 
        65ha 

② 
水稲＋肉用牛（繁殖） 水稲       ３ha 

畑（雨除）  10a 
肉用牛繁殖  20 頭 

40 戸 
 （流動化目標面積） 
        55ha 

③ 
水稲＋豚（繁殖） 水稲      2.7ha 

畑（雨除）  20a 
繁殖豚    30 頭 

15 戸 
 （流動化目標面積） 
        25ha 

④ 
水稲＋野菜 水稲      ３ha 

畑（雨除）  30a 
畑（露地）  20a 

15 戸 
 （流動化目標面積） 
        15ha 

 

２．担い手等の見通し 
（１）担い手の見通し 

① 農家数及び経営規模 

 専     業 第 一 種 兼 業 第 二 種 兼 業 計 
戸 数 標  準 

経営規模 
戸  数 標  準 

経営規模 
戸  数 標  準 

経営規模 
戸  数 標  準 

経営規模 

現況（Ｒ○） 
戸 

 
ha/戸 

(      ) 
戸 

 
ha/戸 

(      ) 
戸 

 
ha/戸 

(      ) 
戸 

 
ha/戸 

(      ) 

目標（Ｒ○） 

戸 

 

ha/戸 

(      ) 

戸 

 

ha/戸 

(      ) 

戸 

 

ha/戸 

(      ) 

戸 

 

ha/戸 

(      ) 

（注）上段（  ）は、地区外の経営面積もカウントした標準経営規模である。 
 

② 担い手の見通し 

認定農業者 認定新規就農者 市町村構想水準到達者 計 
現 況 目 標 現 況 目 標 現 況 目 標 現  況 目 標 

        



（２）認定農業者の概要（記入例） 

農業者名 

 

 

年 

 

 

 

齢 

 

 

後 

継 

者 

の 

有 

無 

 

 

認定農業者 

 

経  営  等  農  用  地  面  積  （ha） 

現        況 対象事業完了時（上段）・目標（下段） 

認 

定 

状 

況 

 

認定 

 

年月 

経 

営 

類 

型 

基 

準 

面 

積 

(ha) 

 
所有耕地 賃借権等設定地 

 基幹３作業 

 受 託 地 

 
所有耕地 賃借権等設定地 

基幹３作業 

受 託 地  

 

計 

 

地 

区 

内 

地 

区 

外 

 

計 

 

 

地 

区 

内 

地 

区 

外 
地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 

○○ ○○○ 

 

 

 

 

48 

 

 

 

 

無 

 

 

 

 

× 

 

 

 

 

H18.10 

 

(予定) 

 

 

② 

 

 

 

 

 2.5 

 

(1.0) 

 

 

 1.80 

 

(1.00) 

 

 

1.50 

 

(1.00) 

 

 

0.30 

 

 (0) 

 

 

  1.50 

 

(1.00) 

 

 

  .30 

 

  (0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  6.60 

(4.60) 

 

 5.60 

(3.60) 

 

 1.00 

(1.00) 

 

  2.00 

(1.40) 

 

  0.50 

(0.50) 

 

  1.50 

(0.40) 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

  7.00 

(5.20) 

 6.00 

(4.20) 

1.00 

(1.00) 

  2.20 

(1.50) 

  0.50 

(0.50) 

  1.70 

(0.90) 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2.5 

 

(1.0) 

 

 

 1.80 

 

(1.00) 

 

 

1.50 

 

(1.00) 

 

 

0.30 

 

 (0) 

 

 

  1.50 

 

(1.00) 

 

 

 0.30 

 

  (0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  6.60 

(4.60) 

 5.60 

(3.60) 

 1.00 

(1.00) 

  2.00 

(1.40) 

  0.50 

(0.50) 

  1.50 

(0.40) 

 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

  7.00 

(5.20) 

 

 6.00 

(4.20) 

 

 1.00 

(1.00) 

 

  2.20 

(1.50) 

 

  0.50 

(0.50) 

 

  1.70 

(0.90) 

 

 

 

 

  2.10 

(1.80) 

 

  0.50 

(0.50) 

 

（注）１．経営等農用地面積とは、基幹ほ場３作業以上の受託作業を含む面積で所有、権利（利用権を含む）設定、受託面積の合計面積とする（以下同じ。）。 

２．経営等農用地面積は、実施要領(平成 23 年４月１日付け 22 農振第 2200 号農村振興局長通知)（以下「要領」という。）による算定方法に基づくものである（以下同じ。）。 

３．基幹３作業受託地（面積）とは、基幹ほ場３作業（機械利用による耕起、田植等及び収穫作業をいう。）以上を受託しているものとする（以下同じ。）。 

４．対象事業完了時の欄には、実施要綱・要領で定義する要件を備えた担い手に係わる面積であって、対象事業完了時の数値を記入する（以下同じ。）。 

５．認定農業者の経営類型の欄には、１．市町村が定めた農業構造改善目標の類型番号を記入する（以下同じ。）。 

６．経営等農用地面積の（ ）内は、農地集団化面積（１ha（中山間地域等にあっては 0.5ha 以上）を記入する。 

 



（３）認定新規就農者の概要（記入例） 

 

 

 

農業者名 

 

 

 

 

 

 

年 

 

 

 

 

齢 

 

 

 

後 

継 

者 

の 

有 

無 

 

 

 

認定新規就農者 

 

経  営  等  農  用  地  面  積  （ｈａ） 

現        況 対象事業完了時（上段）・目標（下段） 

認 

定 

状 

況 

 

 

認定 

 

年月 

 

営

農 

類 

型 

 

 所有耕地 賃借権等設定地  基幹３作業 

 受 託 地 

 所有耕地 賃借権等設定地 基幹３作業 

受 託 地  

 

 

 

地 

区 

内 

地 

区 

外 

 

計 

 

 

地 

区 

内 

地 

区 

外 
地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 

○○ ○○○ 

 

 

 

 

48 

 

 

 

 

無 

 

 

 

 

× 

 

 

 

 

H18.10 

 

(予定) 

 

 

 

 

 

 

 

 1.80 

 

(1.00) 

 

 

 1.50 

 

(1.00) 

 

 

 0.30 

 

 (0) 

 

 

  1.50 

 

 (1.00) 

 

 

  0.30 

 

  (0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  6.60 

(4.60) 

 5.60 

(3.60) 

 1.00 

(1.00) 

  2.00 

 (1.40) 

  0.50 

(0.50) 

  1.50 

 (0.40) 

 

 

 

  2.10 

 (1.80) 

  0.50 

 (0.50) 

  7.00 

(5.20) 

 6.00 

(4.20) 

 1.00 

(1.00) 

  2.20 

(1.50) 

  0.50 

(0.50) 

  1.70 

(0.90) 

 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1.80 

 

(1.00) 

 

 

 

 1.50 

 

(1.00) 

 

 

 

 0.30 

 

 (0) 

 

 

 

  1.50 

 

 (1.00) 

 

 

 

  0.30 

 

  (0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  6.60 

(4.60) 

 5.60 

(3.60) 

 1.00 

(1.00) 

  2.00 

 (1.40) 

  0.50 

(0.50) 

  1.50 

 (0.40) 

 

 

 

  2.10 

 (1.80) 

  0.50 

 (0.50) 

  7.00 

(5.20) 

 

 6.00 

(4.20) 

 

 1.00 

(1.00) 

 

  2.20 

(1.50) 

 

  0.50 

(0.50) 

 

  1.70 

(0.90) 

 

 

 

 

  2.10 

(1.80) 

 

  0.50 

(0.50) 

 

（注）１．経営等農用地面積とは、基幹ほ場３作業以上の受託作業を含む面積で所有、権利（利用権を含む）設定、受託面積の合計面積とする（以下同じ。）。 

２．経営等農用地面積は、実施要領(平成 23 年４月１日付け 22 農振第 2200 号農村振興局長通知)（以下「要領」という。）による算定方法に基づくものである（以下同じ。）。 

３．基幹３作業受託地（面積）とは、基幹ほ場３作業（機械利用による耕起、田植等及び収穫作業をいう。）以上を受託しているものとする（以下同じ。）。 

４．対象事業完了時の欄には、実施要綱・要領で定義する要件を備えた担い手に係わる面積であって、対象事業完了時の数値を記入する（以下同じ。）。 

５．認定新規就農者の営農類型の欄には、１．市町村が定めた農業構造改善目標の類型番号を記入する（以下同じ。）。 

６．経営等農用地面積の（ ）内は、農地集団化面積（１ha（中山間地域等にあっては 0.5ha 以上）を記入する。 



（４）市町村基本構想水準到達者の概要（記入例） 

 

 

 

 

農業者名 

 

 

 

 

 

 

年 

 

 

 

齢 

 

 

 

後 

継 

者 

の 

有 

無 

 

 

市町村基本構想 

水準到達者 

経  営  等  農  用  地  面  積  （ｈａ） 

現        況 対象事業完了時（上段）・目標（下段） 

 

認 

定 

状 

況 

 

 

認定 

 

年月 

 

 

営

農 

類 

型 

 

 
所有耕地 賃借権等設定地 

 基幹３作業 

 受 託 地 

 
所有耕地 賃借権等設定地 

基幹３作業 

受 託 地  

 

計 

 

 

 

地 

区 

内 

 

地 

区 

外 

 

 

計 

 

 

地 

区 

内 

 

地 

区 

外 
地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 

 

地区外 

 

 

地区内 

 

 

地区外 

 

 

地区内 

 

 

地区外 

 

○○ ○○○ 

 

 

 

 

48 

 

 

 

 

無 

 

 

 

 

× 

 

 

 

 

H18.10 

 

(予定) 

 

 

 

 

 

 

 

 1.80 

 

(1.00) 

 

 

 1.50 

 

(1.00) 

 

 

 0.30 

 

 (0) 

 

 

  1.50 

 

 (1.00) 

 

 

  0.30 

 

  (0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  6.60 

(4.60) 

 5.60 

(3.60) 

 1.00 

(1.00) 

  2.00 

 (1.40) 

  0.50 

(0.50) 

  1.50 

 (0.40) 

 

 

 

  2.10 

 (1.80) 

  0.50 

 (0.50) 

  7.00 

(5.20) 

6.00 

(4.20) 

 1.00 

(1.00) 

  2.20 

(1.50) 

  0.50 

(0.50) 

  1.70 

(0.90) 

 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1.80 

 

(1.00) 

 

 

 

 1.50 

 

(1.00) 

 

 

 

 0.30 

 

 (0) 

 

 

 

  1.50 

 

 (1.00) 

 

 

 

  0.30 

 

  (0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   6.60 

(4.60) 

 5.60 

(3.60) 

 1.00 

(1.00) 

  2.00 

 (1.40) 

  0.50 

(0.50) 

  1.50 

 (0.40) 

 

 

 

  2.10 

 (1.80) 

  0.50 

 (0.50) 

  7.00 

(5.20) 

 

 6.00 

(4.20) 

 

 1.00 

(1.00) 

 

  2.20 

(1.50) 

 

  0.50 

(0.50) 

 

  1.70 

(0.90) 

 

 

 

 

  2.10 

(1.80) 

 

  0.50 

(0.50) 

 

（注）１．経営等農用地面積とは、基幹ほ場３作業以上の受託作業を含む面積で所有、権利（利用権を含む）設定、受託面積の合計面積とする（以下同じ。）。 

２．経営等農用地面積は、実施要領(平成 23 年４月１日付け 22 農振第 2200 号農村振興局長通知)（以下「要領」という。）による算定方法に基づくものである（以下同じ。）。 

３．基幹３作業受託地（面積）とは、基幹ほ場３作業（機械利用による耕起、田植等及び収穫作業をいう。）以上を受託しているものとする（以下同じ。）。 

４．対象事業完了時の欄には、実施要綱・要領で定義する要件を備えた担い手に係わる面積であって、対象事業完了時の数値を記入する（以下同じ。）。 

５．認定新規就農者の営農類型の欄には、１．市町村が定めた農業構造改善目標の類型番号を記入する（以下同じ。）。 

６．経営等農用地面積の（ ）内は、農地集団化面積（１ha（中山間地域等にあっては 0.5ha 以上）を記入する。 

 



（５）農業経営規模拡大計画（記入例） 

現   況 目   標 

 

 

  

公園用地：0.14ha  営農倉庫用地：0.10ha    都市計画街路：0.45ha 
宅地その他：0.34ha 排水調整池用地：0.48ha  その他：0.54ha      
墓地：0.45ha        道路水路 3.8ha 

非農用地ほか（6.3ha） 

なし 

農地転用区域 

なし 
条件不利区域 

経営等面積計 2.1ha（うち担い手 －ha） 
関係農家戸数  15 戸（うち担い手 －戸） 
 

集約農業型ほ場区域（2.1ha） 

 

関係農家戸数                       23戸 
経営等面積計                      10.9ha 
高生産性農業型ほ場区域に占める面積比率         49.5％ 

集落営農（10.9ha） 

関係農家戸数                       ６戸 
経営等面積計                       3.4ha 
高生産性農業型ほ場区域に占める面積比率         15.5％ 

小規模経営（3.4ha） 

参加農家戸数                        戸 
経営等面積計                         ha 
高生産性農業型ほ場区域に占める面積比率           ％ 

農地所有適格化法人（－ha） 

農家戸数                          戸 
経営等面積計                         ha 
高生産性農業型ほ場区域に占める面積比率           ％ 

生産組織（－ha） 

農家戸数                         ４戸 
経営等面積計                       0.5ha 
高生産性農業型ほ場区域に占める面積比率          2.3％ 

市町村基本構想水準到達者（0.5ha） 

農家戸数                          戸 
経営等面積計                         ha 
高生産性農業型ほ場区域に占める面積比率           ％ 

認定新規就農者（－ha） 

 
なし 

関係農家数  63 戸 
うち専業：3 戸、１兼：５戸、２兼：55 戸 
 

関係農家の経営等総面積 27.5ha（戸当たり 0.44ha） 
うち 
再編地区に占める経営等面積 27.5ha（戸当たり 0.44ha） 
（所有耕地＋賃借地等＋基幹３作業以上受託面積） 
  うち地区内所有耕地面積                 27.5ha 
      地区内賃借権等設定面積              － ha 

    地区内基幹３作業以上受託面積        － ha 

関係農家のうち地区内の中核農家     － 戸 
  経営等面積計    － ha  （戸当たり －ha） 
  （所有耕地＋賃借地等＋基幹３作業以上受託面積） 
    うち所有耕地面積計                  － ha 
 
        賃借権等設定面積計              － ha 

      基幹３作業以上受託面積計        － ha 

個別経営 

生産組織又は農地所有適格法人 

農家戸数                         ５戸 
経営等面積計                       7.2ha 
戸当たり経営等面積                    1.4ha 
高生産性農業型ほ場区域に占める面積比率         32.7％ 

高生産性農業型ほ場区域（22.0ha） 
認定農業者（7.2ha） 



（６）経営形態とほ場整備（記入例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）経営形態については、経営形態現況図及び計画図をそれぞれ対応する生産基盤整備状況図を用いて作成する。 

経営形態現況図又は計画図（目標） 

 

（凡例等記入例） 

 

（注）Ａ３版で現況及び計画別に２葉作成し、文字等が小さく見にくくなる場合は別途巻末に添付する。 

 

 （現  況）  （計  画）  

 凡        例 凡        例 

       経営・組織形態等 耕作面積(ha) ほ 場 形 態        経営・組織形態等 耕作面積(ha) ほ 場 形 態 

（
彩
色
区
分
） 

Ａ１ 規模拡大志向農家       4.6 未整備(10a) 

 
（
彩
色
区
分
） 

Ａ１ 規模拡大志向農家      10.5 標準区画(30a)～ 

大区画(50a、1ha) Ａ２       〃       4.8 Ａ２       〃       6.7 

Ａ３       〃       4.2 Ａ３       〃       6.6 

Ｂ１ 個人営農農家     101.1 Ｐ１ 生産組織      24.2 

Ｂ２ 〃（その他農家）      38.7 Ｐ２   〃      36.3 

 Ｃ 自家消費型農家       1.3 Ｂ１ 個人営農農家      30.2 標準区画(30a) 

 Ｂ２ 〃（その他農家）      34.7 

 Ｃ 自家消費型農家       1.1 

 Ｘ 非農用地       1.4 

 

  

現    況 目     標  
ほ  場  形  態 

 経営・組織形態 耕作面積 戸 数 経営・組織形態 耕作面積 戸 数 

 規模拡大志向農家 Ａ１ 
      〃          Ａ２ 
      〃          Ａ３ 
 
 
個人営農希望農家  Ｂ１ 
 
 
 
 
 

   1.0  
   0.9 
   0.7 
 
 
  24.9    
 
 
 
 

    1 
    1 
    1 
 
 
   60 
 
 
 
 
 

規模拡大志向農家     Ａ１ 
      〃              Ａ２ 
      〃              Ａ３ 
      〃              Ａ４ 
      〃              Ａ５ 
 
農業生産組織         Ｐ１ 
農地所有適格化法人    Ｐ２ 
 
個人営農希望農家      Ｂ１ 
土地持ち非農家 

   1.3 
   0.9 
   2.5 
   1.5 
   1.0 
   
  10.9 
   0.5 
 
   5.5 
  

   1 
   1 
   1 
   1 
   1 
   
  23 
   4 
 
  21 
  10 

大区画(1ha) 
大区画(50a) 
 
 
 
 
大区画(1ha、50a)、標準区画 
大区画(50a) 
 
標準区画 
 

          計 27.5 63            計 24.1 63  



（７）経営形態移行の概要 

 

  （記入例） 

 

            現況                      計画(完了時)                                  計画(目標) 

 

 

          大規模経営農家［  2.6ｈａ   ３戸］                    大規模経営農家  ［  6.8ｈａ  ５戸］                  大規模経営農家  ［   7.2ｈａ  ５戸］ 

                                                                                                                         

                                                                                                                         

          個別経営農家  ［  24.9ｈａ  ６０戸］                    個別経営農家    ［  5.9ｈａ ２１戸］                  個別経営農家    ［  5.5ｈａ ２１戸］ 

 

 

                                                委託農家        ［ － ｈａ － 戸］                  委託農家        ［  － ｈａ  － 戸］ 

                                                                                                                                                                  

 

              計        ［  27.5ｈａ  ６３戸］                    自家消費農家    ［ － ｈａ － 戸］                  自家消費農家    ［  － ｈａ  － 戸］ 

 

 

                                                                     農業生産組織   ［ 10.9ｈａ ２３ 戸］                  農業生産組織     ［   10.9ｈａ  ２３ 戸］ 

                                                                      

 

                                   農地所有適格化法人［   0.5ｈａ  ４ 戸］                 農地所有適格化法人［    0.5ｈａ  ４ 戸］ 

                                           

                                                                         小計                       ５３ 戸            小計            ５３ 戸 

 

                                                                     土地持ち非農家  ［     ｈａ １０戸］                  土地持ち非農家     ［      ｈａ  １０ 戸］ 

 

                                                                     離農農家        ［   ｈａ － 戸］                  離農農家           ［     ｈａ  － 戸］ 

 

                                                                         計          ［ 24.1ｈａ ６３戸］                      計             ［  24.1ｈａ  ６３戸］ 

 



３．農用地の流動化計画 

 

（１）農用地流動化計画 

 

 

 

区  分 

 

 

 

農用地面積 

(ha) 

 

A 

 

担い手の 

経営等面積 

(ha) 

B 

農用地面積に占 

める担い手への 

利用集積率 

(％) 

 B／A 

現 況 (ａ)    

１ 年 度 目    

２ 年 度 目    

３ 年 度 目    

４ 年 度 目    

５ 年 度 目    

対象事業了時(ｂ)    

目  標    

ｂ － ａ    

（注）１．対象事業の各年度において実施要綱・要領で定義する要件を備えた担い手に係る数値を記入する。 

２．各年度及び対象事業完了時(ｂ)の欄には、対象事業実施中の各年度及び完了時の数値を記入する。 

 

 
（２）計画達成に向けた取組方法 

項   目 取組主体 具  体  的  方  策 

担い手への 

農地利用集積 

都道府県 
 

 

市町村 
 

 

 



                    

４．農用地の集団化計画 
農地中間管理機構の方針から整理する。 

 

(1)農用地集団化計画 

  項目   

 

  農用地面積 

（ha） 

① 

担い手の経営面積 

（ha） 

② 

   集団化面積 

（ha） 

③ 

   集団化率 

（％） 

④=③/① 

集約化面積 

(ha) 

⑤ 

集約化率 

(ha) 

⑥=⑤/① 

 

備  考 

 

 現 況         

 完了時         

 目 標        目標年度：令和〇〇年度 

 

(2)担い手別農用地集団化一覧 

担 い 手  
 

地  番 
 
 

 
 

面  積 
（ha） 

 

 
 

計画地目 
 
 

 
 

集団化面積 
（ha） 

 

 
 

備  考 
 
 

番 号 
 
 
 

区  分 

①認定農業者 
②認定新規就農者 
③市町村構想水準達成者 

 
 
 
 

 
 

     

     

     

     

小 計       

 
 
 

 
 
 
 

     

     

     

     

小 計       

 
 
 
 

 
 
 

     

     

     

     

小 計       

 合 計       

※一覧表は担い手別に整理する。 

  



                    

(3)農用地集団化状況図 

 

  

  

  

 

  

農用地集団化状況図（現況） 

 ○○計画区域 

 受益値 

 集団化算定地域 

 

凡例 

彩色区分 担い手番号 

 １ 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 ５ 

 

 

 

 

 

農用地集団化状況図（目標） 

 ○○計画区域 

 受益値 

 集団化算定地域 

 

凡例 

彩色区分 担い手番号 

 １ 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 ５ 

 

 

 

 

 



                    

５．経営体育成計画 

 

（１）認定農業者の育成計画 

 

 

市 町 村 全 体 地 区 内 

現況 

 

目標 

 

A 

全農家 

戸数  

B 

目標割合 

(％) 

A/B 

現況 

 

C 

１年度目 

 

 

２年度目 

 

 

３年度目 

 

 

４年度目 

 

 

５年度目 

 

 

対象事業 

完了時 

D 

目標 

 

 

全農家 

戸数 

E 

認定農業者 

比率(％)  

D/E 

増加率

(％) 

D/C 

認定農業者数                

（注）１．地区内の各年度及び対象事業完了時の欄には、対象事業地区内における事業実施中の各年度及び完了時の数値を記入する。 

 

 

（２）計画達成に向けた取組方法 

項   目 取組主体 具  体  的  方  策 

認定農業者の育成 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

 

 

 

 

 

 

 

市町村 

 

 

 

 

 

 

  



                    

６．土地利用計画 
 

（１）土地利用区分 

 

集落名 

 

面 積 

(ha) 

内                      訳 

高生産性農業型ほ場区域 
集約農業型ほ場区域 条件不利区域 農地転用区域 非農用地 そ の 他 大区画ほ場区域 標準区画ほ場区域 

       （      ）       （      ）         （      ）    （      ）    （      ）    （      ）    （      ） 

       （      ）       （      ）         （      ）    （      ）    （      ）    （      ）    （      ） 

計       （      ）       （      ）         （      ）    （      ）    （      ）    （      ）    （      ） 

（注）（  ）内は内数で、○○事業区域のうち、畦畔除去等簡易なほ場整備を含むほ場整備区域等の面積を記入する。 
 

（注）土地利用区分は、次の例を参考とする。 
ア．高生産性農業型ほ場区域 

(ｱ) 大型農業機械や航空機利用等による大規模経営や乾田直播等新たな営農技術の導入を図るため、ほ場の大区画化や農地の集積を強力に進めることが 
可能な地域。 

(ｲ) 大区画のほ場整備が実施され、又は畦畔除去等により区画の大規模化が促進される地域。 
(ｳ) 数集落の農地が生産組織等により利用されることが想定される地域。 
(ｴ) 将来とも生産性の高い優良農地として保全する地域。 
(ｵ) 標準区画程度に区画整理が終了した地域において、大区画化を前提とする農地利用の集積が図られること。 

イ．集約農業型ほ場整備区域 
(ｱ) 大区画ほ場を造成することが困難であり、果樹、野菜等を交えた集約的な複合経営を目指す地域。 
(ｲ) 生産調整を積極的に行う地域。 

ウ．条件不利区域 
生産性の向上があまり期待できず、原則として事業対象としない地域。 

エ．農用地転用区域 
計画的に農用地を転用する地域であって、事業対象としない地域。 

オ．非農用地 
○○事業等により設定された非農用地区域。 

なお、土地利用計画図（ゾーニング）を作成するが、巻頭の農用地利用集積促進土地改良整備計画区域図と兼用する。 
 
（２）優良農地の保全に向けた取組方法（記入例）                                                                                                                   

         （整備された農地の農業上の利用を確保し、遊休農地の発生防止に関する事項等農地を保全して農業経営等の規模拡大に資する取組方策を記載する。）    

                                     

   項   目 取組主体               具  体  的  方  策 

優良農地の保全 

 

 

 

都道府県 

 

 

（例） 

  促進計画において定められた取組方策について助言等を行うとともに、農地法（昭和27年法律第229号）に基づく遊休農地に関

する措置等を踏まえ、関係部局と連携し農地の農業上の利用の確保の推進を図る。 

市町村 

 

 

 （促進計画において策定した内容を記載  ） 

 



                    

７．収益性向上計画 
 

(1)収益性向上に向けた取組方針 

需要構造等の変化に応じて水稲作に当たっては、業務用重要や輸出の対応、ブランド化を図るなど、収益向上を図るための取組方針を作成する。 

収益性向上を図るための取組方針 活動計画 

（記入例１） 

・海外マーケットにおける日本産米販売や中食・外食等の業務用米は、今後

も堅調な需要が期待されることから、麦・大豆等から輸出用米、業務用米

への転換を図ることとし、その作付け面積の 10％の拡大に向けて、安定し

た生産と販売を推進する。 

 

 

 

・ジェトロ、企業等と連携し、輸出用の加工食品等を開発し輸出用米の取

引の拡大を図る。 

・中食・外食事業者等の需要に応じた品種導入等による生産拡大を図り、

県や農協等と連携し、商談会の開催等により、取引の拡大を図る。 

・多収性の米の導入や直播栽培等による米の生産コストの更なる削減を図

る。 

（記入例２） 

・圃場の大区画化にあわせ、作業の効率化や新技術導入による更なる低コス

ト化を図り、生み出された余剰労働力も活用して、流通における特徴ある

米の主産地化を図る。 

・具体的には、安全安心の消費者ニーズを踏まえた品質の高度化に努め、麦・

大豆等から特別栽培米や有機栽培米への転換を図ることとし、その作付面

積の 10％の拡大に向けて、品質の高い、安定した生産及び販売を推進する。 

 

・安全安心の消費者需要に対応した高品質の作物を栽培するための専業技

術の習得、導入し、ブランド化の強化を図る。 

・県や農協等と連携に加え、企業等を通じた販売ルートの確保に努める。 

・直播栽培や減肥・減農薬等による米の更なる生産コスト削減を図る。 

 

 

（記入例３） 

・圃場の大区画化・汎用化により、土地利用型作物の栽培における作業効率

を向上させ、新たな技術導入による更なる低コスト化を図るとともに、高

収益作物を導入することで収益性の向上を図る。 

・具体的には、収益性の高い作物への転換を図ることとし、その作付面積の

10％の拡大に向けて、安定した生産及び販売を推進する。 

 

 

 

 

・県や農協等と連携し、収益性の高い作物を栽培するための技術の習得、

導入を図る。 

・高収益作物においては、周辺地域との差別化するため、リレー出荷や外

食事業者等への販売ルートの確保に努める。 

・土地利用型作物においては、大型機械作業の導入を図り、更なる生産コ

ストの削減を図る。 

 

 

 



                    

(2) 販売額向上 

①作物生産額 

受益地内で生産された作物の生産額を整理する。 

 
作 物 名 

 

事業計画 事業実施後（評価時点） 

事業実施前（現況） 事業実施前（計画）  

面積 
(ha) 

 
① 

単収 
(kg/10a) 

 
② 

単価 
(千円/t) 

 
③ 

生産額 
(千円) 

④=①×②×
③/100 

面積 
(ha) 

 
⑤ 

単収 
(kg/10a) 

 
⑥ 

単価 
(千円/t) 

 
⑦ 

生産額 
(千円) 

⑧=⑤×⑥×   
⑦/100 

面積 
(ha) 

 
⑤' 

単収 
(kg/10a) 

 
⑥' 

単価 
(千円/t) 

 
⑦' 

生産額 
(千円) 

⑧'=⑤'×⑥
'×⑦'/100 

             

             

             

計             

※②加工品や６次化商品として出荷される作物分は、除く。 

※事業完了後の評価時点において複数の販売先（JA、スーパー、直売所、インターネット等）がある場合は、それぞれの単価を用いることも可能。 

※単収及び単価は、評価直近年の値を用いることとするが、気象条件による異常値の場合はその限りではない。 

 

②加工品や６次化商品の販売額 

受益地内で生産された作物を利用して加工・販売している商品の販売額を整理する。 

 
加工品名 

 

販売額（千円） 

    事業実施前 
        ⑨ 

事業実施後（計画） 
        ⑩ 

事業実施後（評価時点） 
          ⑪           

    

    

    

計    

 

③その他販売額 

上記①及び②以外で受益地内で生産された作物を利用して販売された販売額を整理する。 

 
品  名 

販売額（千円） 

    事業実施前 
        ⑫ 

事業実施後（計画） 
        ⑬ 

事業実施後（評価時点） 
          ⑭           

    

    

    

計    

 



                    

④販売額向上率 

       ①作物生産額        ②加工品や６次化商品販売額       ③その他販売額             販売額向上率 
         （％） 
             
㉑=(⑯+⑱+⑳)/(⑮+⑰+⑲)  

 事業実施前 
  （千円） 
   ⑮=④     

 事業実施後 
  （千円） 
⑯=⑧又は⑧' 

 事業実施前 
  （千円） 
   ⑰=⑨     

 事業実施後 
  （千円） 
⑱=⑩又は⑪  

 事業実施前 
  （千円） 
   ⑲=⑫     

 事業実施後 
  （千円） 
⑳=⑬又は⑭  

 
 

      

 

 

(3) 生産コスト低減 

生産コストは、効果算定マニュアルの営農経費節減効果（第６表）の算定方法に準じて整理する。 

 

 

作 物 名 

 

                                  事業計画  (円/ha)                                                           

         事業実施後（評価時点）(円/ha) 
          事業実施前（現況）                 事業実施後（計画）(円/ha)       

削減率 

    

 

⑨=1-

⑧/④  

労働費 
    
  ①    

機 械 経  
費 
  ②   

その他生
産資材費 
   ③    

 営農経費 
      
④=①+②+③ 

労働費 
    
  ⑤   

機 械 経  
費 
  ⑥   

その他生
産資材費 
   ⑦    

 営農経費 
      
⑧=⑤+⑥+⑦ 

労働費 
     
  ⑨    

機械経
費 
  ⑩   

その他生
産資材費 
   ⑪    

 営農経費 
      
⑫=⑨+⑩+⑪ 

削減率 
⑬=1-⑫ 
/④   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計               

 

  



                    

 

(4) 担い手の米の生産コスト 

担い手の米の生産コストを整理する。 

    現況生産コスト 
     （円／60kg）      

   計画生産コスト 
    （円／60kg）      

事業実施後（評価時点） 
     （円／60kg）      

 
 

 
 

 
 

※米の生産コストとは、資本利子や地代も含めた 60 ㎏当たり全算入生産費（資本利子・地代全額算入生産費）のことを指す。 

 

(5) 高収益作物の割合 

作物生産額（主食用米を除く）に占める高収益作物の割合を整理する。 

作 物 名 

事業計画 
事業実施後（評価時点） 

事業実施前（現況） 事業実施前（計画） 

面積 
(ha) 

 
① 

単収 
(kg/10a) 

 
② 

単価 
(千円/t) 

 
③ 

生産額 
(千円) 

④=①×②
×③/100 

面積 
(ha) 
 
⑤ 

単収 
(kg/10a) 

 
⑥ 

単価 
(千円/t) 

 
⑦ 

生産額 
(千円) 

⑧=⑤×⑥×
⑦/100 

面積 
(ha) 

 
⑤' 

単収 
(kg/10a) 

 
⑥' 

単価 
(千円/t) 

 
⑦' 

生産額 
(千円) 

⑧'=⑤'×⑥'
×⑦'/100 

             

             

             

        計             

 
 
 
 

主食用米を除いた 
生産額 ⑨ 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

高収益作物の 
生産額 ⑩ 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

作物生産額に占める
高収益作物の割合 
    ⑩／⑨ 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 



                    

８．推進体制整備計画 

    （担い手への農地の利用集積の促進及び地域の収益性の向上を図るための推進体制整備について、各段階の組織化及び活動内容等を記述するとともに組織図を作成する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記入例） 
 
   〇〇地区事業推進体制図 
 

 

 

 

 

 

 

 

〇〇推進チーム 
（設立年：〇〇年〇月） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〇〇事業〇〇推進部会 
（設立年：〇〇年〇月） 

 

 

 

 

 

 

 

構成メンバー 構成メンバー 

 
 
 
 
 
 

・〇〇県○〇振興局〇〇課長 
・〇〇県農業改良普及センター〇〇課
長 
・〇〇市〇〇課長 
・〇〇市農業委員会〇〇課長 
・〇〇土地改良区〇〇課長 
・〇〇農地中間管理機構〇〇課長 
・担い手 
 

 
 
 

 
 
 

目的及び内容 

 
 

目的：農地の利用集積及集団化の推進を図る 
 

目的及び内容 
 

 
 
 

目的 ： 事業推進及び事業効果の評価 
・ 
・ 

 

 
 

〇〇事業〇〇推進部会 
（設立年：〇〇年〇月） 

  

 
構成メンバー  

  
 
 

目的及び内容 

 
 
 

目的：地域の収益性向上を図る 
 
 

 

 

  

協議・調整 



                    

９．農業生産基盤整備計画 

（１）農業生産基盤整備計画 

 ① 補助事業 

事業名 地区名 
事業 

主体 

受益 

面積 

概算 

総事業費 

 

主    要    工    事    概    要 

 

予定負担率

(％) 
前年度

までの

事業費 

予 定 

工 期 

事 業 

番 号 市町村 農家 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ha 

 

 

 

百万円 

 

 

 

区 

画 

整 

理 

 

整地工      ha、用水路工 Ｌ=  ㎞ 

暗渠工      ha、排水路工 Ｌ=  ㎞ 

客土工      ha、道路工  Ｌ=  ㎞ 

畦畔除去工    ha、その他（  ）  ha 

用水ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ化  ha 

排水路暗渠化   ha 

 

併

せ

事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 国営事業 

事業名 

 

地 区 名 

 

受 益 

 

面 積 

総事業費 

 

事業工期 

 

前年度まで

の進捗率 

当 該 区 域 内 の 施 設 等 事 業 

 

番 号 

 

備    考 

 

受益面

積 

施設の名称及び数量 進 捗 率 

 

 

 

 

ha 

 

百万円 

 

 

 

％ 

 

ha 

 

 

 

％ 

 

 

 

 

 

 

１０．農業経営高度化計画 

事業名 

 

事業実施主体 

 

事業実施期間 

 

活動内容等 総事費 

（千円） 

備 考 

 

（１）指導事業  

 

 

 

  

 

 

 

（２）調査・調整事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）耕地利用高度化推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計      

 


